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１．会長の選出及び副会長の指名について
２．報告事項
　住宅市街地開発整備方針の都市計画決定について
３．審議事項

　マンション管理適正化推進計画の策定について
４．その他

議事のてんまつ

　　　　午後１時２９分開会

○事務局（堀里住宅課長）　それでは、定刻になりましたので、令和４年度第１回新宿区住宅まちづくり審議会を開催いたします。

　本日はお忙しい中御出席をいただきまして、誠にありがとうございます。
　私は、事務局の住宅課長、堀里でございます。どうぞよろしくお願いいたします。また、審議会の幹事も務めておりますので、何とぞよろしくお願いいたします。
　本日は、令和３年度の委員改選後初めての審議会となります。この３年度はコロナ禍ということで書面開催でしたが、今回、３年ぶりの対面開催ということでございます。
　まず初めに、委員の方の出欠状況の御報告でございます。本日御出席いただいております方、１名の方、欠席の連絡を事前にいただいております。中田委員でございます。後ほど遅れて見える方もいらっしゃいますが、17名の出席を確保してございます。よって、構成員数18名の半数以上の出席となっておりますので、住宅まちづくり審議会規則第４条第３項に規定の会議開催の定足数を満たしており、本日の審議会は成立しているということを御報告いたします。
　次に、前回、令和４年３月の開催、書面開催、これ以降に２名の委員が変更になってございますので、御報告させていただきます。
　学識経験者委員として長らく当審議会の委員をお務めいただいておりました石川彌榮子先生でいらっしゃいますが、昨年御逝去されました。ここに謹んでお悔やみを申し上げます。
　後任といたしましては、東洋大学教授の水村容子先生に御就任をいただきます。後ほど御挨拶をいただきます。
　次に、民生委員の改選に伴いまして、区民委員の井野委員に代わりまして、上野昭子様に御就任をいただきます。後ほど御挨拶をいただきます。
　なお、２名の委員の方への委嘱状につきましては、本来、区長よりお渡しさせていただくところでございますが、区長、所用につきまして、大変恐縮でございますが、机上にて配付をさせていただいておりますことを御了承願います。
　さて、今回の審議会ですが、先ほどのように３年ぶりということで、また、新委員の就任、今２名の方もございましたので、委員の方には自己紹介をお願いしたいと存じます。
　資料の確認ですけれどもまず、一番、資料の束の３つ目のクリップ留めのものがございますが、その最後のページに資料３、新宿区住宅まちづくり審議会委員名簿というものがございますので、そちらを御覧になりながら、自己紹介という形で進めたいと存じます。お名前をお呼びいたしますので、恐れ入りますが、よろしくお願いいたします。着座のままで結構でございます。

　では、名簿順でございます。学識経験者委員、大方委員、よろしくお願いいたします。

○大方委員　大方でございます。どうかよろしくお願いいたします。
○事務局（堀里住宅課長）　佐藤委員、お願いいたします。
○佐藤委員　早稲田大学の佐藤です。どうぞよろしくお願いいたします。退職をしておりますけれども、一応早稲田大学ということで、よろしくお願いします。

○事務局（堀里住宅課長）　梅津委員、お願いいたします。

○梅津委員　独立行政法人都市再生機構の梅津と申します。どうぞよろしくお願いします。

○事務局（堀里住宅課長）　篠原委員、お願いいたします。
○篠原委員　弁護士の篠原です。ちょっと遅れて来てすみません。よろしくお願いいたします。

○事務局（堀里住宅課長）　そして、今回新たに御就任いただきました水村委員、よろしくお願いいたします。
○水村委員　東洋大学の水村と申します。よろしくお願いいたします。
　お亡くなりになりました石川彌榮子先生とは、実は30年以上前に、私が大学院生のときに石川さんは東京都の住宅局の課長だったんですけれども、都営住宅のシルバーハウジングの全調査ということで、いろいろと調査委託を研究室が受けまして、その頃から石川先生には本当にいろいろと、様々な観点から住宅についてお教えいただきました。今回は、何らかの形でお返しができればと思い、委員就任させていただきました。どうぞよろしくお願いいたします。
○事務局（堀里住宅課長）　ありがとうございました。
　それでは、西山委員、お願いいたします。

○西山委員　社会福祉士の西山と申します。どうぞよろしくお願いいたします。
○事務局（堀里住宅課長）　それでは、針谷様、遅れて見えますので、保高委員、お願いいたします。
○保高委員　新宿区シルバー人材センターの保高でございます。よろしくお願いいたします。
○事務局（堀里住宅課長）　中村委員、お願いいたします。
○中村委員　こんにちは、中村ヤヨイと申します。よろしくお願いいたします。

○事務局（堀里住宅課長）　手塚委員、お願いいたします。
○手塚委員　公益社団法人東京青年会議所新宿区委員の手塚と申します。どうぞよろしくお願いします。
○事務局（堀里住宅課長）　宮城委員、お願いいたします。
○宮城委員　宅建新宿区支部の宮城といいます。宅建新宿区支部という名称はあしたまでで、４月１日より東京都宅地建物取引業協会第７ブロックという形に名前が変わります。よろしくお願いいたします。

○事務局（堀里住宅課長）　横山委員、お願いいたします。

○横山委員　全日本不動産協会新宿支部の横山でございます。よろしくお願いいたします。

○事務局（堀里住宅課長）　そして、今回新たに御就任いただきます上野委員です。お願いいたします。
○上野委員　こんにちは。私は新宿区の戸塚地区の民生委員の会長をやっております上野昭子と申します。よろしくお願いいたします。

○事務局（堀里住宅課長）　ありがとうございました。
　市川委員、お願いいたします。

○市川委員　公募委員の市川と申します。マンション管理士でございます。今日の議案にもございますけれども、東京都防災・建築まちづくりセンター、こちら新宿区、文京区でマンション管理の相談員をさせていただいております。どうぞ今日はよろしくお願いいたします。

○事務局（堀里住宅課長）　中田委員は本日御欠席でございます。
　次に、区職員の委員でございます。

　平井委員、お願いいたします。

○平井委員　新宿区の総合政策部長の平井でございます。よろしくお願いいたします。

○事務局（堀里住宅課長）　松田委員、お願いいたします。

○松田委員　同じく福祉部長の松田でございます。どうぞよろしくお願いいたします。
○事務局（堀里住宅課長）　野澤委員、お願いいたします。

○野澤委員　都市計画部長の野澤と申します。どうぞよろしくお願いいたします。

○事務局（堀里住宅課長）　皆様、ありがとうございました。

　なお、委員の皆様の任期でございますが、令和５年７月28日までとなっており、その後、改選となります。どうぞよろしくお願いいたします。

　なお、審議会の審議を補佐するため、区の課長級職員13名で構成する幹事がおりますが、紹介につきましては省略をさせていただきます。幹事名簿、裏面に掲載がございますので、御確認いただければと存じます。
　それでは続きまして、お手元の資料の確認をさせていただきます。
　まず、３つの資料の束の、クリップ留めの一番上に「令和４年度第１回　新宿区まちづくり審議会」とございます次第でございます。こちらをおめくりいただきますと、資料１－（１）がございまして、続いておめくりいただきますと、資料１－（２）ございます。こちら、ページ数にして６枚ございます。表示は28から33ページでございます。こちらがまず一つの固まりでございます。
　２つ目の束でございますが、こちらも左側に黒いクリップで留めてございますのが、資料２－１でございます。カラー刷り、ちょっと折り込んで、大きなサイズのものでございますが、上のほうに「「新宿区マンション管理適正化推進計画」を策定しマンションの管理不全を防ぎます。」という概要のものでございます。これをおめくりいただきますと、資料２－（２）がございまして、「新宿区マンション管理適正化推進計画概略案」がございます。こちらも複数ページがございまして、８ページございます。続きましておめくりいただきますと、資料２－（３）がございます。「マンション管理適正化推進計画策定に向けたスケジュール（案）」、Ａ４、１枚の縦書きのものでございます。こちらが２つ目の束でございます。
　最後に、左側にクリップ留めをした参考資料でございます。まず最初に参考１でございまして、新宿区の住宅及び住環境に関する基本条例がございます。２枚おめくりいただきますと、参考２でございます。新宿区住宅まちづくり審議会の規則がございます。もう１枚おめくりいただきますと、先ほど御参照いただきました参考３、新宿区住宅まちづくり審議会委員名簿がございます。
　過不足ございませんでしょうか。よろしいでしょうか。

　ありがとうございます。
　それでは、進めさせていただきます。
１．会長の選出及び副会長の指名について
○事務局（堀里住宅課長）　次第に戻りまして、項番１、新宿区住宅まちづくり審議会会長の選出及び副会長の指名に移らせていただきます。

　まず、当審議会の会長の選任につきまして、お諮りさせていただきます。
　住宅まちづくり審議会規則によりまして、会長は委員の互選によることとなっております。どなたか自薦、他薦、御推薦いただければと存じますが。

　篠原委員、お願いいたします。

○篠原委員　今までの経緯その他からして、大方先生が最適任だと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。

○事務局（堀里住宅課長）　ありがとうございます。
　皆様、いかがでしょうか。よろしいでございましょうか。
　ありがとうございます。
　それでは、大方委員を会長に決定させていただきます。
　大方会長、恐れ入りますが、お席の御移動をお願いいたします。
　ありがとうございます。
　それでは、大方会長に一言御挨拶をいただきたいと思います。

○大方会長　それでは、もう大分長くなりましたけれども、もう少しだけ会長を引き受けさせていただいて、やらせていただこうと思います。よろしくお願いいたします。特にもう御挨拶はございませんので。
○事務局（堀里住宅課長）　ありがとうございます。

　続きまして、副会長の指名でございます。大方会長、進行のほど、よろしくお願い申し上げます。
○大方会長　これまで副会長はずっと佐藤滋委員にお願いしてございまして、本当は先輩格に当たる先生なので恐縮なんでございますけれども、今後も引き続き副会長をお願いしたいと思っております。よろしいでしょうか。
　ありがとうございました。

○事務局（堀里住宅課長）　ありがとうございました。

　では、佐藤委員、お席の御移動のほうをお願いいたします。
２．報告事項
住宅市街地開発整備方針の都市計画決定について
○大方会長　それでは、今日は時間が限られているということもございますので、早速ではございますが、次第に従いまして、項番の２、報告事項に入りたいと思います。
　住宅市街地開発整備方針の都市計画決定について、事務局から説明をお願いいたします。

○事務局（堀里住宅課長）　事務局でございます。
　資料の最初の束、１枚次第をおめくりいただきますと、資料１－（１）でございます。東京都市計画住宅市街地の開発整備の方針の都市計画決定についてでございます。
　こちらは概要でございますけれども、おさらいということで、説明を簡単にさせていただきます。
　住宅市街地の開発整備の方針は、良好な住宅市街地の開発整備を図る長期的かつ総合的なマスタープランということになってございます。住宅市街地に関わります土地利用ですとか、市街地の再開発事業や都市計画施設等の都市計画、これを一体的に行うことによりまして、個々の関連事業の効果的な実践、民間建築活動の適切な誘導、こういったことを目的とするものでございまして、東京都が関連計画、括弧内にありますような区域のマスタープランですとか住宅マスタープラン、こういった改定に伴いまして、今回の住宅市街地の開発整備方針の都市計画変更の手続を進めてきたところでございます。結果的には、昨年令和４年10月に改定しましたので、これを御報告させていただきます。
　２番の経過のところで、当審議会が関与した部分がございます。上から３行目のところ、令和４年３月、住宅まちづくり審議会の書面開催におきまして、都市計画変更原案のものを皆様に御提示いたしました。そこで様々御意見等をいただいた上で、その中で御確認をいただきまして、原案の内容につきましては特段の御意見がなかったということで、また東京都のほうにお戻ししまして、都のほうで手続を経て、先ほどのとおり、昨年10月に都市計画決定・告示となってございます。
　なお、こちらの計画書につきましては、本庁舎８階の都市計画課の窓口におきまして縦覧を行ってございますので、よろしくお願いいたします。
　中身について、簡単に説明させていただきます。
　今の資料１をおめくりいただきまして、資料１－（２）でございます。こちらは、新宿区に関わる市街地の開発整備方針のエリア図でございますけれども、この「新」という文字がついているのは新宿区の「新」でございます。新しい新の意味ではございません。
　この中で変わったところが、左下のほうに「新.３」というところがございます。こちらと、その下に「新.13」というところがございまして、具体的には、１枚おめくりいただきますと、これらのところも含めて、どう変わったのかというところがございます。具体的には、「新.13」のところは西新宿三丁目西地区ということで、住宅の開発が進んでいるというところもございますので、新たに設定をさせていただいているところです。また、「新.３」のほうにつきましては、名称がちょっと分かりにくかったところがございますので、地区の名称変更がなされているものでございます。
　簡単ではございますけれども、住宅市街地の開発整備方針の説明につきましては以上でございます。

○大方会長　それでは、ただいまの件、何か御質問、御意見ございましたら。
　よろしゅうございましょうか。
　それでは、よく周知されていることであるということで、その件、御報告いただいたと。よろしゅうございますね。

３．審議事項
マンション管理適正化推進計画の策定について
○大方会長　それでは、項目の３、審議事項になります。マンション管理適正化推進計画の策定について。事務局から御説明、よろしくお願いいたします。

○事務局（堀里住宅課長）　それでは、次第３番、審議事項、マンション管理適正化推進計画の策定について、御説明申し上げます。

　束の資料、２つ目の束ですね。こちら、資料２－（１）でございますが、折り込んであるカラー刷りの大判のものでございます。こちらのほうをお開けいただけますでしょうか。

　委員の皆様には事前に郵送させていただいておりますけれども、時間の関係で概略ということで、まず御説明させていただきます。
　まず、こういった計画、推進計画を策定する目的、背景でございます。こちら、資料の左方、上のところに、新宿区マンション管理適正化推進計画策定しますとありますけれども、その下にかぎ括弧で、「マンションの管理の適正化の推進に関する法律」、これが令和４年４月に改正、施行されたところでございます。これを受けまして、国が定めたマンションの管理の適正化の推進を図るための基本的な方針、これに基づきまして各自治体が推進計画を策定できるようになったというところがございまして、新宿区といたしましては、令和５年度中に新宿区マンション管理適正化推進計画の策定を行いまして、令和６年度から運用開始する予定としているところでございます。
　なお、後ほど説明いたしますが、いろいろと国の動きがございまして、これに関わるマンションの適正な管理を促進するための税制等が設けられる予定がございますので、若干早まることも考えられますので、当初の予定ということで記載をさせていただいているものでございます。
　次に、計画の構成でございます。

　その下に４点掲載してございますが、まず１点目が、区内マンションの現状と課題について記載をするということで、具体的には、高経年マンションの増加による設備の老朽化とか耐震性不足、こういったものをいかに問題が大きくなる前に解決をしていくのかと、そういったような現状と課題ということを整理したものを記載する予定でございます。
　２番の「管理組合による主体的な管理のあり方」でございます。なかなか小規模なマンションですと特に、管理組合、そもそもそのものがないといったところもございますので、その管理組合があっても、また運営がうまくいかないと。よく「２つの老い」というふうにマンションの経年の問題で言われますが、建物と入居者、入居者が高齢になりますと、その管理組合の構成員でもございますので、こういった管理組合の運営がうまくいかない実態もございます。こういうところを整理いたしまして、区としてできること、あとはマンションにお住まいの方が主体的に動いていくための、そういった在り方を記載するものでございます。
　次の３番でございます。管理適正化に向けた区の取組でございます。具体的には、例えば適正な管理が行われている場合には、管理計画を認定するといった管理計画認定制度というのが、この計画をつくりますと、そういう制度も設けることができる立てつけになってございます。これをインセンティブとしまして、よりよい主体的な管理を促すといった目的、こういったことを記載する予定でございます。
　最後に４番でございます。管理適正化に関する目標でございます。区としての具体的な目標を掲げる必要がございますので、例えば管理組合のあるマンションの割合を増やしていこうと、実態が幾つで、最終的にはどうしたい、どこまで目指すのかといったことですとか、あとはマンションの長期修繕計画、これもなかなか作成ができていないところも少なくございません。作成しているマンションの割合や管理組合の割合を目標として掲げる。こういったところが代表的なところで考えられるところでございます。
　その下に計画策定の効果を示してございますけれども、管理の適正化ですとかカイリ、また、その管理の水準の底上げ、こういうことを図ることによりまして、誰もが安心して住み続けられる住環境及び地域環境の形成ということで、区の住宅マスタープランでもうたっておりますが、こういうことを達成したいと考えているところでございます。
　計画策定の背景でございます。右側の上のほうですね。

　左に現状、右側が課題ということで、先ほどちょっと触れましたけれども、とにかくもう高経年マンション、築後30年、40年、それが今後10年、当然その時が上乗せされ、さらに古くなることで問題が大きくなってまいります。こういうマンションが増加している。また、「２つの老い」ということで、先ほどのように居住者も高齢化していく。住戸数が少ない小規模のマンションが区には比較的多うございますので、こういったところはそもそも管理の組合がなかったり、運営に困っているところが多いという現状がございます。
　課題といたしましては、当然古くなりますので、設備の老朽化、耐震性の不足もありますし、管理組合の担い手不足ですね。やろうと思っても高齢化でなかなか現実的に厳しいとか、そのことによって管理運営自体が停滞してしまうと、こういうような課題がございます。
　これらを解決するために、下の３つ、赤い囲みがございますけれども、まず、上の管理組合・区分所有者様の役割といたしまして、そのうち管理組合、特に管理組合ですけれども、これが、国が定めた方針ですとか、新宿区が計画、これから計画で定めます新宿区マンション管理適正化指針、これに留意をしていただきまして、主体的に適正なマンションの管理に努めていただくということが必要になってきます。
　また、区分所有者の立場では、管理組合の運営に関心を持っていただきまして積極的に参加をする。自分の資産を守るといった意識をしっかり醸成したいというふうに考えてございます。
　左下でございますけれども、こういったことを行うためには、なかなか管理組合だけでは難しいと、専門家の御協力が不可欠です。マンション管理士・管理業者、こちらの役割といたしまして掲げてございますけれども、まず１つ目が、マンションの管理士としては、管理組合からの相談に応じて助言、支援を適切に行っていただく。
　次のマンション管理業者さん、こちらにつきましては、管理組合から管理業務の委託を受けた場合には、誠実にその業務を行うといったところでございます。
　また、分譲会社様におきましても、管理規約や長期修繕計画、修繕積立金の金額等の案、これを適切に定めまして、購入者への理解を得られるように説明をしていただくというところが非常に大切になってございます。
　最後に、右側下の新宿区の役割ですけれども、管理状況などの実態把握に努めるということで、これは令和２年度から東京都のほうが管理状況届出制度というのを設けまして、当然、新宿区でも今把握に努めているところでございますが、今のところ、その対象となるマンションの約65％近くに御回答いただいている状況ですので、それをしっかり100％に近い状況まで報告をいただきまして、まず現状を知るというところは大事なところでございます。
　その上でマンションの管理の推進に関する施策を計画的に実施していくと。あるいは並行してやっていかないと、どんどん古くなっていきますので、そういった役割がございます。
　３点目でございますけれども、区のマンション管理適正化指針に基づきまして、管理計画の認定制度、これを適切に運用することでマンションの管理水準の維持・向上等も図ると。それの一助とする認定制度、これをしっかりとつくって御利用いただくように努めていくというところでございます。
　最後、下のところですが、これまでの取組と計画策定後についてでございます。区がこれまでも取り組んできたマンションの維持管理と再生への支援のための取組ということで、羅列しております。
　マンションの管理相談窓口、管理相談員、こういったものを派遣ですとか、あと、各種セミナーですとか管理組合の交流会、ここで悩み等いろいろお話をいただいて、非常に、今年度も行いましたけれども、有意義な会となってございます。
　また、先ほどのマンションの管理状況届出制度、これでしっかりと現況を把握。100％の把握を目指すというところでございます。
　また、どうしても結果的に売却をしなきゃいけないといったときには別な法制度で、マンションの建替え等円滑化法、これに基づきます建て替えですとか敷地の売却、こういったものも現在並行して行っているところでございますが、今回、このマンションの管理適正化推進計画を定めることで、新たに区が行えるようになることにつきましては右に書いてございます。
　まず、管理計画の認定制度。これをもちまして適正な管理を行って、マンションへの管理計画の認定をすることで、これをインセンティブとしてしっかりと、管理組合そして区分所有者の方が自分ごととして自分のマンション、しっかり関心を持った上で管理をしていただく。そのための計画をつくる、運営方法を知る、相談を行っていただく、そういうことに結びつくようにしていきたいというところでございます。
　下の助言・指導・勧告でございますけれども、区のマンション管理適正化指針に基づきまして、管理適正化のための助言・指導、これ、現在でも法律を根拠としてできることになっていますけれども、この助言・指導の基準のようなものも今回の推進計画の策定の中でしっかりと立てつけていきたいと考えているところでございます。

　１枚おめくりいただきますと、推進計画の概略案ということで、これは、まだまだ骨子に近いものでございます。計画でこういうことが大事だと書いてあるだけですと、先ほどのように啓発が非常に必要、自分ごととして各自が捉えて、動いていただく必要がありますので、区の現状、区内のマンションの現状と課題、これも、こういうものが視覚的に分かりやすく、この計画の冊子自体が啓発にも使えるような、そういったような内容で作成ができればと考えているところでございますが、本日は計画の部分の概略案についてだけ、かいつまんで説明させていただきます。限られた時間ですので、すみません、事前に送付してございますので、項目を中心に簡単に、急ぎ足で説明をさせていただきます。
　資料２－（２）でございます。

　計画の概要ということで、まずは計画策定の背景・目的は先ほども触れたようなことでございまして、具体的には、上のところの２行目の真ん中辺りに「約2,200棟」とありますが、区内の分譲マンションの数、これが平成28年度に実施した調査によって分かっているところでございます。これらの老朽化、さらにこの先で高経年になっていくというところが課題、背景でございます。
　このような中、この下、太字で、東京都は令和２年の４月から分譲マンション管理状況届出制度を創設・施行していますといった先ほどの説明でございます。
　下のほう、最後の段落のところで、「こうした背景のもと」以下のところで太字、２行目のところ、マンションが適正な管理の方向性を指針として明確に示すことで、管理組合及び区分所有者等が管理に対する認識を深め、自発・自立的取組を進める、こういったことが大事ですよということです。
　また、区としても、計画を定めることによりまして、区がより積極的・計画的に取組を実施していくというようなことを促していくというところでございます。

　１枚おめくりいただきますと、２ページでございますが、真ん中のところ見ていただきますと、計画の位置づけということで、区の総合計画、基本構想を達成するための総合計画がありまして、その下に住宅マスタープランというものがございます。この下に今回の推進計画を位置づけておりまして、計画期間は令和６年から令和９年の４か年度とさせていただいております。第三次実行計画というのがございますけれども、これと計画期間を合わせるものでございます。
　１枚おめくりいただきまして、３ページでございます。次に、２章といたしまして記載する予定のものがマンションを取り巻く現状と課題ということで、これまで話したような実情を書くというところでございまして、また、②のところでは各主体の役割、それぞれどう動いていただくべきなのかというところを、先ほどの説明のとおり書いてございます。
　１枚おめくりいただきまして、４ページでございます。

　こちらも「管理組合等による主体的な管理のあり方」ということで、新宿区のマンションの管理適正化指針というものを定めます。この指針を定める目的でございますけれども、管理組合に主体的に管理を担っていただけるように、どういったことが適正な管理の方向性なのか、これをしっかりと示すというものでございます。
　その下の４番のマンションの管理の適正化に向けた区の取組でございます。
　左側の建物維持のための区の取組、これはハードの面でございますけれども、記載のとおりで、耐震化ですとかエレベーターの防災対策改修支援事業、様々、現在も行っている区の事業がございます。
　また、マンションは個人の資産であるとともに、新宿区の場合は約もう９割近い、87％近くが、戸数ベースで言いますと、マンションという形、共同住宅となってございますので、社会的資産とも言えるものでございます。この社会的資産であるマンションに対する区の取組ということで、様々、今行っている事業が上から書いてございますけれども、一番下、赤く２つ示してございますけれども、今回、管理計画認定制度をこの計画つくることで運用ができるようになりますので、そういったもの。あとは法に基づく助言・指導、これは既にできますが、先ほどのように、管理適正化推進計画をつくることで、この助言・指導の基準、考え方、どういったレベルでやるのかということを定めるものでございます。
　おめくりいただきまして、５ページでございます。区の取組に対する目標でございますけれども、記載例でございますけれども、例えば一番上の管理組合等による管理の適正化のための目標ということで、一番上の管理組合のあるマンションの割合、例えばこれ、現在は84.3％という数字が出ておりますけれども、これを何％にしていくのかと、こういうような指標、目標値というような形で定めていければというふうに考えてございます。

　最後に６ページでございます。管理組合による主体的な管理の在り方、これがマンション管理適正化指針になりますけれども、これは具体的にどんなこと書くのかというところでお示ししておりますが、これは国による管理適正化指針がございます。それの要旨を記載したものでございまして、１番、管理組合のマンションの管理の適正化の方向ですとか、２番のマンションの管理の適正化のために管理組合が留意すべき事項ですね。例えば（１）のところで、しっかり管理組合つくるときには、管理者等につきましては事前に必要な資料をきちっと整備しまして、集会において適切な判断が行われるようにしてくださいとか、あと、（２）番の管理規約、この規約自体がないところが結構あるんですけれども、これは、区分所有法にのっとりましてマンションの標準管理規約というものがございますので、こういったものを参考として、マンションの実態、区分所有者等の意向を踏まえた適切なものを作成していただきまして、必要に応じて改正もやったくださいというようなことが書いてございます。
　７ページにつきましても同様に、様々、指針が書いてございますが、こういったことを区の指針としても定めていくものでございます。
　最後に、８ページでございますけれども、新宿区のマンション管理適正化推進計画策定後の流れとありますが、すみません、幹事の皆さんはモノクロに実はなっていまして、右側上の凡例のところでちょっと分かりにくくなってしまいますが、後ほどメールでお届けさせていただきます。委員の皆様のお手元の資料はカラー刷りになってございまして、右側の凡例のところで青色の帯がついたものがこれまでの取組でございます。オレンジ色が、マンション管理適正化指針、これを定めて、これに基づいて取り組むべきものということで、今後どういうような形になっていくのかということで、全容をお示ししているものでございます。

　雑駁でございますが、説明は以上となります。御審議のほど、よろしくお願いいたします。
○大方会長　ありがとうございました。

　それでは、ただいまの件につきまして御質問、御意見ございましたら、どうぞ御自由に発言ください。

　はい、どうぞ、篠原委員。

○篠原委員　７ページなんですけれども、７ページの一番下のほうに「区が独自に盛り込むことが検討される例」ということで、独自基準を設けたい中身としてはこういうものだというのが結構たくさん出ています。
　それで、細かいというか具体的なことはこれから検討なさるんだろうと思いますけれども、ちょっと気になったのは、例えば２つ目の黒ポツなんですけれども、「長期修繕計画の見直しに伴う修繕費用の積み立ての見直し」というのは、これは金額を適時見直すようにしなさいというふうに書きたいのか、あるいはそれとも積立ての方式、例えば均等積立方式なのか、段階積立方式なのか、そういうことも含めているのか、そういうことがちょっと分かりにくいということ。
　それから、３つ目の丸ポツは、これは、法定点検ですから、やらなきゃいけないんですよね。だから、これを独自基準に入れるというのは、どうなのかなということ。
　それから、これは５つ目なんですけれども、専有部分と専用使用部分への立入りについての居住者の協力。これは立入りを請求することができるという条文にしたいという趣旨かと思うんですけれども、そうだとすると、標準管理規約にも条文があるし、国のほうの基準にもそれ入っていますかということで、一応クリアする場合の規定になっているので、独自基準にならないんじゃないかなと。あるいは、立入り請求の内容としてもっとたくさん書きたいというのであれば、それはそれでまた別なんですけれども、ちょっとそれが気になりました。
　それから、次のマンション居住者で組織する自治会の設置なんですけれども、区のほうの独自基準として自治会の設置を書くという、書き方にもよるんでしょうが、これはどうなんでしょうね。自治会というのは基本的に個人が入りたければ入るし、やめたければ退会することができる。そういうものだということと、あと、やり方にもよるんですけれども、この自治会と管理組合との関係で、自治会費を徴収していることについての裁判例というのが結構たくさん出ているので、ここはちょっと検討の余地があるというか、十分考えて、もし入れるとすれば、その文言に注意しないとまずいんじゃないかなというふうに思います。

　それから、防災計画と防災訓練の実施、これは独自基準として、今の時代とても必要なものだと思いますので、いいかなというふうに思っています。

　それから、最後の２つなんですけれども、これ、自治会との連絡担当者の設定。これは担当者の設定そのものはいいのかなというふうに思いますけれども、これもやっぱり、自治会との関係をどういうふうにするかによって、表現の仕方も変わってくるかなと思います。
　それから、最後の民生委員、児童委員などとの連携。これは、ほかの自治体ではまだ独自基準として入れているところが私の知る範囲ではなかったように思うので、これは新宿区として大変いい内容かなというふうに思っています。
　すみません、長くなりましたけれども、以上です。

○大方会長　ありがとうございました。

　じゃあ、何か事務局のほうから御説明ありましたら、どうぞ。

○事務局（堀里住宅課長）　事務局でございます。御意見ありがとうございます。

　区が独自に盛り込むことが検討される例ということで、あくまでも例なんですが、これを示した上で詳細、具体的に、実際に設けるのかどうかも含めて御議論いただくというところですが、例えば、御指摘いただきました長期修繕計画の見直しに伴う修繕費用の積立て。見直しというのは、国のほうは必ず認定を受ける場合には一定の基準がございますけれども、平米当たりの単価、こういったところは守っていただくことで、例えば今後予定されています固定資産税の減免、そういう推進のための税制ですとか、そういったところの御利用いただくためにはクリアであるということで、今回、例えばということで載せていただいています。
　ただ、ほかのところもそうなんですが、これ全部独自というか上乗せ基準として入れますと、要はハードルが上がってしまうということになりますので、認定を受けさせたいのか、ハードルを上げて受けさせたくないのかというような形にもなってしまうと思います。
　まずはしっかりと管理推進計画にのっとって、意識を高めていただいて、できるところからやっていただきたいというのが区の趣旨でございますので、そういう意味では最低限必要な、例えば防災ですとかコミュニティ、要は、これ、マンション内、あと地域とも含めまして、コミュニティがしっかりしていないと、やはり集合体でございますので、そもそも管理組合の運営ですとか、そういったことに行き詰まってしまうという例がございますので、やはりコミュニティは、外とのコミュニティ、マンション内でのコミュニティというのは大事なのかなというところで、その度合いをどう設定するかというところはこれから詳細、案をさらに詰めさせていただきまして、皆様に御議論いただきたいと考えているところでございます。
　また、周辺自治会との連絡担当者ということでございますが、これも今のコミュニティの関連するところでございますけれども、必ず今こういうこと考えているというようなところでございませんで、ほかの国が示した具体例ですとか、政令市さんなんかですと割と積極的にいろんなことを上乗せで考えていらっしゃいます。そういったところから参考にして、今掲載をしているものでございます。
　やはりコミュニティと防災、ここは外せないのかなというふうに区としては現在考えているところでございます。
○大方会長　よろしゅうございますか。
　じゃ、ほかに御意見いかがでしょうか。
　水村委員。

○水村委員　水村です。

　今のお話の続きになるんですけれども、区として独自に盛り込む点について、コミュニティ形成と防災の観点は非常に重要だというお話をされているんですが、この管理適正化推進計画自体がやはり管理不全に対する対症療法的な部分が非常に多いと思うんですけれども、一方で、そうならないように誘導していくという側面も重要なように思っておりまして、そして、老朽化して高齢者ばかりが居住者になっている集合住宅が生き返っていくためには、やはり若い居住者はその中に入ってこないと、コミュニティとしても存続しませんし、防災も機能しないと思うんですね。
　ただ、そうしたことについては割とよい流れだと思っているんですが、リノベーションのマンションが出てきていて、かなり古い年代のものもリノベーションによってかなり高価格で今市場に流通しているという側面があります。そうした人たちに対して、集合住宅・分譲マンションに住むということはどういうことなのかということをきちんと伝えていって、若い人たちが安心してこの流れの中に参加していくというような流れもつくっていかないと、現状に対する対症療法だけで、やっぱり居住者は高齢化していくし、ストックは老朽化していくということに歯止めが利かないように思うんですね。ですから、活力ある若い人を取り込むための対策というものも、区が独自に盛り込む施策の中で視野に入れていく必要があるんではないかというふうに思います。個人的に間取りオタクなので、リノベーションマンションのサイトとかすごくよく見ているんですが、やはり新宿区辺りも非常に物件が多いので、そうしたところに優良な若い人に住んでもらうための誘導というものも必要だというふうに思いました。
　以上です。

○大方会長　御意見としていただいておけばよろしいですか。
　何か事務局のほうありますか。どうぞ。

○事務局（堀里住宅課長）　水村委員、ありがとうございます。
　御指摘のとおりでございまして、建物と入居者の「２つの老い」というところで、建物だけ一生懸命頑張っても、その管理組合を運営する人が置いていかれてしまうという内容でございます。若い力というのは絶対的に必要かと思います。我々も今様々、マンション管理の相談ということで事業として行っておりますが、やはり管理組合の運営がなかなか、高齢化で、やらなきゃいけないと思って、意識は高いのですが、立ち行かなくなっているというのが散見されます。

　御提案のような、区が直接的にリノベマンションに何か誘導するというのが、やっぱり個人的資産というところで限界はありますけれども、幸い区内は、地価が高くて利便性も高いというところでは、リノベマンションの市場というのが非常に活発でございますので、そういったところをしっかりと誘導していくですとか、そういったことは考えられるのかなというところでございます。
○大方会長　よろしゅうございますかね。
　ほかにいかがでしょうか。

　どうぞ、梅津委員。
○梅津委員　どうも御説明ありとうございました。

　私のほうから１点、感想・意見と、それと、１つ御質問させていただきます。
　この横刷りの資料２－２の４ページ、今回、先ほどもお話がありましたが、区の住宅ストックの中の87％がマンションになっていると。そういったこともあって、私は非常にいいなと思ったのは、この４ページの下のところの、マンションを区の社会的資産として区として取り組んでいくという大きな方向性。これは前からも出ていたのかもしれませんが、というふうな大きな取組、区としてこのように真正面からといいましょうか、社会的資産として考えていくんだという方向性が出たというのは非常に大きなことかなと思います。
　当然その前提として、マンションですので、これも先ほど御説明がありましたが、基本的には個々のお持ちの方の資産ということですのでなかなか、行政としてどのように対応するのかということはこれまで悩ましいところがあったかと思いますが、先ほど申し上げましたように、ストックがかなり多くなっていると、老朽化も進んでいる、そういった背景で社会的資産として取り組んでいくという方向性が出されたのは大きいかなと、非常に大きいことかなと思っております。
　１つ質問ですが、これは御説明の中であったのかもしれませんが、資料の２－１の、右下に19ページと書いてあります絵の真ん中のところに「連携」ということで、マンション管理士さんであるとか管理業者さん、分譲会社さんと連携をするということで、そのとおりだろうと思います。ちょっと私も不勉強で大変恐縮ですが、特にこのマンション管理士さん、やはりマンションの管理組合さんだけでなかなか、修繕計画だとかあるところはいいと思うんですが、そうでないところと、あるいは悩んでいらっしゃる管理組合さんというのもあるんだろうと思います。特に小さなところは、どうしていいのか悩んでいて、分からないというところもあるかと思いますので、そういう意味では、このマンション管理士さんの活用といいますか、知見を活用していただくというのは非常に大きいことかなと思っております。それで、ちょっと不勉強なんですが、こうした管理士さんの派遣制度とか、相談費用みたいなものの何か補助といったもの、あるいは派遣制度みたいなものは、新宿区さんで何かもしあれば。お話しいただける範囲で結構ですが、教えていただければと思います。
○大方会長　お願いします。

○事務局（堀里住宅課長）　事務局でございます。ありがとうございます。
　まず、派遣制度等のほうから御説明させていただきます。現在、マンション管理相談ということで、区のほうの窓口にお越しいただいて御相談を受けていただくパターンと、おっしゃられるような現地に派遣を、マンション管理士を派遣しまして、様々現場を見ていただいた上で、現場に行きますので、お一人じゃなくて、相談者は管理組合の構成役員、複数の方、そういう方と対面で詳細な相談を受けられるというものがございまして、全て無料でやってございます。この派遣は３回までと、これ、原則としていますので、例えば、その相談の流れで、どうしても４回、５回が必要だということがあれば、そちらのほうはできるというような立てつけになってございますので、これをもっと今後御利用していただけるように、周知に努めたいと考えております。
　また、先ほどの、御紹介いただきましたように社会的資産として考えるという考え方が新たにというところでございます。ありがとうございます。今までは、やはり分譲マンションということで個人の資産というところで、なかなか行政が直接的に何かを考えるというのが少し遅れてきたという面がございまして、欧米なんかですと、前回の令和２年の１月の審議会では大方会長から御紹介ございましたけれども、住居法ですか、かなり厳しくて、管理が行き届いていないマンションはしっかり監視員を置いたりですとか様々、行政が積極的に入っていくと、個人の資産に。そういうところ、そこまでいくか、今後、国の動向が分かりませんけれども、やはり、やっと行政として、個人の資産の問題だけじゃなくて、先ほどのように、約もう９割近くに現在なっていると思いますけれども、共同住宅が占めております、新宿区の場合は。そうすると、まちを形づくる建物でございますので、これの管理不全を起こしますと、もうダイレクトにまちの不全ということにもつながりかねないというところはございますので、そういうところでは国も自治体も、こういうような表現を使って示していくという方向になってきているところでございます。
○大方会長　よろしゅうございますか。
○梅津委員　はい、ありとうございました。

○大方会長　じゃ、市川さん。
○市川委員　市川でございます。

　ここでお話しすることは、今現在の報告めいたものになってしまうのですけれども、この管理計画認定制度というものをいろんな新聞で見ている人、特に御高齢の方でいろんな知見のある方、管理組合の中では理事長さんですとか修繕委員長さんの立場におられる方から相談会の場面でもよく質問を受けます。それで、制度については分かっているんだけれども、この制度がスタートするのは、新宿区ではいつからでしょうか。こんなこともよく言われるわけです。
　今日のこの議論というのも今後スタートさせていくこの管理計画認定制度の新宿版、今後ここで話をまとめる上乗せ条項をどういう方向感で固めていったらいいのかという話だと思うんですけれども、管理組合の実態はといいますと、やはり規約の改定です。皆さんに分かっていただかないと４分の３の決議は取れない。御高齢の方が多いというのは百も承知なんだけれども、長期修繕計画の見直しをするたび、積立金計画を従来より値上げをして、もっとたくさんのお金を管理組合内でプールして将来的な修繕に備えるべきというような啓蒙を、まさに今やっているわけなんです。やはり修繕計画の話まではいいんですね。ところが、資金計画の話になってくると、やはり不十分な認識を持っていらっしゃる方は、もう値上げ反対というような反応になってしまう。これは、値上げといっても、皆さんのお金を搾取するんではなくて、皆さんの貯金のペースを上げましょうという話ですが、段々ともう死生観の話になってしまって、修繕計画の終わり頃、もう私は生きていないといった話になってくるわけですね。
　こちらからは若い世代の方にこのお部屋を引き継いでいくにも維持管理をしないと、住宅まちづくりの意味合いからも、何とか皆さんの住まわれているマンションを維持保全してもらいたい。そのためもにルールを整備したり、専門家を派遣したり、認定を行ったりということで全国的に動いているんですよとご説明するんですけれども、相手方にしてみれば「ちょっと余計なお世話」というようなところがあります。
　その一方で、唯一前向きな話をされる方というのが、むしろマンションを住まいというよりかはマンションを売り物というふうに考えている方。要するに、これをやることによって資産価値が上がるというような物言いをする一派がいらっしゃいます。プロファイルとしましては外部オーナーの方だったりしますが、そういった方はやはりいい造作やいい管理、部屋のインテリアもそうですが、オートロックにしたいだとか、宅配ロッカーを置きたいだとかいうことを言われて、そのためにも皆さんからお金を集めて、もっと設備や建物の見てくれを拡充していこうという話を出してきます。
　そのような方と、もう私は相続する相手もいないという方とは、意見の対立とは言わないまでも、住まい方、マンションに対する取り組み方の、人それぞれの考え方の差というのが非常に明確に表われてきます。これがマンションの管理組合の現場の絵なんですよね。
　ですから、今日ここでお話しされるのは当然住宅まちづくりで、景観だとか地域の安全だとかいう観点で決めなければいけないんだけれども、いざこの認定ルールを落とし込んでスタートさせたときに、この計画認定をする以上、管理組合の皆さんがそのハードルを越えてくれなければいけない。ところが、ハードルを越えて欲しい計画のバーをどの辺までに上げようかということになってくると、ほとんど手が届かない内容だともう最初から諦めてしまって、極端なことを言うと、管理組合内で新たな意見の対立が起こり始めるということも考えられなくもないわけなんですね。ですから、そのあたりは非常に、１回で決められないといいましょうか、非常に悩ましい問題があるというふうには思っています。
　資料内には具体的なパーセンテージがありますけれども、このあたりを見ると、なかなかこのあたりは決めにくいなと。まずはスロースタートで、できるだけ認定に興味を持っていただく話をして、啓蒙して、一つ一つの内容をクリアしながら部分的に認めるだとか。何か段階的な認定方式を考えるだとかいうふうにしてあげないと、規約は整ったんだけれども資金計画が整わないとかいうような、ちょっと進み具合が見えるような形で認定するだとか、そんな一工夫が要るんじゃないかということを私個人的には感じているところであります。
　長話すみません。以上であります。

○大方会長　ありがとうございました。

　何か事務局ありますか。よろしいですか。
○事務局（堀里住宅課長）　ありがとうございました。
　委員御指摘のとおりで、まずは、より多くの管理組合、個人の方に関心を持っていただくというのが目的でございますので、そのようになるようなスタートが切れればと考えております。ありがとうございます。
○大方会長　ほかにいかがでしょうか。
○佐藤副会長　ちょっといいですか。

○大方会長　はい、どうぞ。
○佐藤副会長　大変具体的な話が続いている中で、ちょっと抽象的な話になるんですけれども、マンションと共同住宅って言葉があるんですが、階数とか、老朽化の度合いとか、具体的になかなかイメージできないっていうところがあるんです。ですから、できれば類型化して、例えばタワーマンション、それから相当大規模なマンション、それから非常に小規模で老朽化が進んでいるものとか、幾つかあって、その中でやはり問題が発生するのというのはある類型のものじゃないかと思うんですね。ですから、その辺、ちょっと事務局には負担になるかもしれないんですけれども、このマンションと言っているものにどのくらいの、どういう類型があって、どのぐらいの割合になっていて、どういう問題をそれぞれ持っているのかというのを、次回の会のときにでも御説明いただけると大変ありがたい。

　以上です。

○大方会長　ありがとうございました。
　先ほど、私が住居法を申し上げたという話がありましたが、諸外国の住居法というのは、やっぱり賃貸住宅として経営されている住宅を規制する、そういう法律であり仕組みなんですね。
　なんですが、持家のオーナーの方が住んでいると、それはもう個人の責任で、自己責任という考え方もありますのでね、それに対して一定の管理を強制するというのはなかなか法理論としても簡単ではないと思うんですね。周辺に危害が及ぶんだとか、あるいは多数派の意思が尊重されないとか、いろいろその辺のことも気になるので、ぜひしっかりとした理論武装をしていただけたらと思います。
　あともう一つ、１つ気になっているのは、法律で届出義務は義務づけられたと、だけど、認定を受けると何がいいことあるのってところが、どうもまだ私よく分からないんですね。だから、やはり何か認定受けるといろんなメリットがあるんだと、あるいは補助が受けられるんだとか、何かその辺を打ち出さない限り、幾らやっても絵に描いた餅になっちゃうんじゃないかと思うんですね。ですから、その辺もぜひ議論していただけたらなと思います。

　ほかにいかがでしょうかね。

　何か時間もあれだということでございますので、これからスタートということでしょうから、これ、今年度中に大体まとめる感じですか。もう少し長い。
○事務局（堀里住宅課長）　来年度ですね。もうすぐ来年度ですが、令和５年度中ということで考えております。
　スケジュール表を資料の、すみません、先ほど説明しておりませんでしたが、資料２－（３）で「マンション管理適正化推進計画策定に向けたスケジュール（案）」とございます。実はこれ、当初より区が考えていたものよりちょっと前倒しで、案としてですけれども、書かせていただいています。というのは、先ほどインセンティブはないのかといったところで、国が固定資産税の減免ですとか、あと、既にあります共用部分のリフォームの融資、これの優遇ですとか、様々出てきかけておりますので、そういうことを考えると、国のほうも早く進めてくださいねというところが実はございますので。
　ただ、あくまでも時期、いろいろ今御意見いただいた中で、慎重に考えて御審議いただかなきゃいけないというところございますので、このスケジュール感は一応パブリック・コメントで幅広く御意見もいただきますので、そういった流れを示しているというところで御了承いただければと存じます。
○大方会長　そうしますと、次が５月ということでございますので、その辺で少し、もうちょっと練ったものが出てきて、そこでまたじっくり議論ができるというようなことになりますですね。
　じゃあ、今日は予定の時間がもう過ぎつつありますので、この件はこれでよろしゅうございましょうか。
４．その他

○大方会長　それでは、４のその他、何かありましたら。
○事務局（鈴木係員）　事務局でございます。

　本日はありがとうございました。
　本日、委員の皆様の卓上に意見用紙を１枚配付しております。１時間と短かったため、議題につきまして追加で何か御意見等ございましたら、４月14日までに意見用紙を事務局職員へ御提出いただければと思います。よろしくお願いします。
　事務局からは以上です。
○大方会長　ありがとうございました。
　それでは、本日の審議はこれにて終了ということになります。
　それでは、進行を事務局にお返しいたします。

○事務局（堀里住宅課長）　会長、ありがとうございました。

　本日の議事録は、完成次第、皆様にお送りをさせていただきますので、よろしくお願いいたします。
　また、次回の審議会、５月を予定しておりますが、若干ずれる可能性もございます。具体的な日程、確定いたしましたら、また改めてお知らせをさせていただきますので、よろしくお願いいたします。
　本日はお忙しいところ、ありがとうございました。

　これで閉会させていただきます。
　　　　午後２時３２分閉会
　　第１回　新宿区住宅まちづくり審議会
　　　　　　　令　和　５年３月３０日
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